
変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
表紙 平成２１年３月

（平成３１年３月変更）
平成２１年３月 追加

第１編 第１章
(P.1)

２ 計画の構成
・・・
資料編
用語集

２ 計画の構成
・・・
資料編

追加

第１編 第３章
(P.8)

④自衛隊の事務
　航空自衛隊
　防空指揮群本部
　作戦システム運用隊司令

④自衛隊の事務
　航空自衛隊
　防空指揮群本部

都国民保護計画変更によ
り変更

第１編 第３章
(P.8)

（２）-⑤指定公共機関・指定地方公共機関の事
務【日本銀行】
１銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節
２資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に
資するための措置
３金融機関の業務運営の確保に係る措置
４金融機関による金融上の措置の実施に係る要請
５各種措置に係る広報
６海外中央銀行等との連絡・調整

（２）-⑤指定公共機関・指定地方公共機関の事
務【日本銀行】
１銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節
２銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済
の円滑の確保を通じた信用秩序の維持

都国民保護計画と統一



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第４章
(P.9)

（１）地勢
本市は、東京都のほぼ中央、都心から30㎞圏内に
位置しており、東は国立市・国分寺市・小平市、
西は昭島市・福生市、北は武蔵村山市・東大和市
、南は日野市と八つの市に隣接している。市域は
東西に8.40km、南北6.93kmの広がりを持ってお
り、面積は24.36k㎡である。

（１）地勢
本市は、東京都のほぼ中央、都心から30㎞圏内に
位置しており、東は国立市・国分寺市・小平市、
西は昭島市・福生市、北は武蔵村山市・東大和市
、南は日野市と八つの市に隣接している。
市域は東西に8.40km、南北6.93kmの広がりを持
っており、面積は24.38㎢である。

平成27年３月国土交通省
国土地理院「全国都道府
県区市町村別面積」公表
による立川市面積の変更

第１編 第４章
(P.9)

（２）気候

資料：気象庁観測データ
（府中観測所における2013～2017年の平均値）

（２）気候

資料：気象庁観測データ
（府中観測所における2003～2007年の平均値）

至近気象庁観測データに
変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第４章
(P.10)

（３）人口
① 住民基本台帳人口
本市の平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口は
、18.2万人であり、年々増加している。

（３）人口
① 住民基本台帳人口
本市の平成21年1月1日現在の住民基本台帳人口は
、17.4万人であり、年々増加している。

至近住民基本台帳データ
に変更

第１編 第４章
(P.10)

② 住民基本台帳人口分布
【町丁字別人口密度（平成30年1月1日現在）】

② 住民基本台帳人口分布
【町丁字別人口密度（平成21年1月1日現在）】

至近住民基本台帳データ
に変更
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第４章
(P.11)

③ 年齢別住民基本台帳人口
本市の住民基本台帳人口の年齢別の内訳は年少人
口（14歳以下）が2.2万人（12.3％）、生産年齢
人口（15～64歳）が11.6万人(63.6％)、老年人口
（65歳以上）が4.3万人（24.0％）となっている
。
【年齢階層別住民基本台帳人口（平成30年1月1日
現在）】

③ 年齢別住民基本台帳人口
本市の住民基本台帳人口の年齢別の内訳は年少人
口（14歳以下）が2.3万人（13.5％）、生産年齢
人口（15～64歳）が11.2万人(66.6％)、老年人口
（65歳以上）が3.4万人（19.9％）となっている
。
【年齢階層別住民基本台帳人口（平成21年1月1日
現在）】

至近住民基本台帳データ
に変更

第１編 第４章
(P.11)

④ 外国人登録人口
本市の平成30年1月1日現在の外国人登録人口は
4,114人である。国別では中国、韓国・朝鮮が多
い。
【外国人登録人口(平成30年)】

④ 外国人登録人口
本市の平成20年1月1日現在の外国人登録人口は
3,423人である。国別では中国、韓国・朝鮮が多
い。
【外国人登録人口(平成20年)】

至近住民基本台帳データ
に変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第４章
(P.11)

⑤ 昼間・夜間人口
本市の昼間人口は20.1万人、夜間人口が17.6万人
である。流入超過人口は2.5万人と、通勤・通学
で市外へ流出する人口よりも市内へ流入する人口
の方が多い。
【昼間・夜間人口（平成27年10月）】

⑤ 昼間・夜間人口
本市の昼間人口は19.3万人、夜間人口が17.3万人
である。流入超過人口は2.1万人と、通勤・通学
で市外へ流出する人口よりも市内へ流入する人口
の方が多い。
【昼間・夜間人口（平成17年10月）】

至近国勢調査データに変
更

第１編 第４章
(P.12)

②鉄道
【鉄道駅の乗車人員（平成29年度）】

資料：立川市統計年報
参考：各社ホームページ

②鉄道
【 鉄道駅の乗車人員（平成19年）】

資料：立川市統計年報

至近各社データに変更

第１編 第４章
(P.13)

【立川駅周辺における大規模集客施設等】
(図形変更)
㉑～㉕追加

【立川駅周辺における大規模集客施設等】



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第４章
(P.14)

（７）米軍基地
【横田飛行場の概要】
・敷地面積　7,136,404平方メートル
（東西約３Ｋｍ、南北約５ｋｍ、周囲約14ｋｍ）
・人員数　約11,000人（平成29年１月現在）
(軍人約3,600人、軍属約700人、家族約4,500人、
日本人従業員約2,200人)
・用途 飛行場（滑走路１本（3,350m×60m））
、住宅、学校、事務所

（７）米軍基地
【横田飛行場の概要】
・敷地面積 約713.6ha
（東西約2.9Ｋｍ、南北約4.5ｋｍ、周囲約14ｋ
ｍ）
・人員数　約11,000人（平成17年5月現在）
(軍人3,600人、軍属700人、家族4,500人、日本人
従業員2,200人)
・用途　飛行場（滑走路１本）、事務所、住宅　
等

至近立川市データに変更

第１編 第４章
(P.15)

（８）広域防災拠点
【立川広域防災基地の概要】
・所在地　立川市緑町3567
・敷地面積　約118ha

（８）広域防災拠点
【立川広域防災基地の概要】
・所在地　立川市緑町
・敷地面積　約115ha

至近内閣府（防災担当）
公表資料に変更

第１編 第４章
(P.15)

（１０） 大規模公園
なお、園内にはレジャー施設、スポーツ施設が整
備され、年間を通じて様々なイベントが開催され
ており、平成28年度の入園者数は約404万人であ
る。
【国営昭和記念公園の概要】
・敷地面積　約180.1ha（平成20年3月末現在のう
ち供用面積は169.4ha）
・入園者数　約404万人（平成28年度）

（１０） 大規模公園
なお、園内にはレジャー施設、スポーツ施設が整
備され、年間を通じて様々なイベントが開催され
ており、平成19年の入園者数は約349万人である
。
【国営昭和記念公園の概要】
・敷地面積　約180.1ha（平成20年3月末現在の供
用面積は162.5ha）
・入園者数　約349万人（平成19年度）

至近国土交通省関東地方
整備局記者発表資料に変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第１編 第５章
(P.16)

第５章 市国民保護計画が対象とする事態
（枠下に追記）
　市国民保護計画では、世界の首都や大都市で大
規模なテロが多く発生している状況や、国内外の
注目が集まる国際的な競技大会等への危機管理の
視点を踏まえ、緊急対処事態への対処を重視して
いく。
　なお、国際的な競技大会を控え、競技会場や重
要インフラ等を狙ったサイバー攻撃が予想される
など、都内におけるサイバーテロの脅威が高まっ
ている。サイバーテロは、都民生活や都市活動に
大きな影響を与えるとともに、緊急対処事態に発
展するおそれもあることから、関係機関等と連携
しながら、その動向に注視し適切に対応していく
。

第５章 市国民保護計画が対象とする事態
（枠）

都国民保護計画変更によ
り追記

第１編 第５章
(P.18)

■緊急対処事態の４類型
○　石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等
が爆破された場合、爆発及び火災の発生により住
民に被害が発生するとともに、建物、ライフライ
ン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。
（都内立川市には石油コンビナートは存在しない
。）

■緊急対処事態の４類型
○　石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等
が爆破された場合、爆発及び火災の発生により住
民に被害が発生するとともに、建物、ライフライ
ン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。
（都内には石油コンビナートは存在しない。）

東京都総務局意見



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.21)

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・産業文化スポーツ部

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・産業文化部

立川市組織名変更

第２編 第１章
(P.21)

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・福祉保健部　高齢者、障害者、その他要配慮者
の避難、救援に関すること

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・福祉保健部　高齢者、障害者、その他要援護者
の避難、救援に関すること

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第２編 第１章
(P.22)

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・まちづくり部
・環境下水道部
　下水道施設の整備・点検機能の確保に関するこ
と

１ 市の各部局における平素の業務
【市の各部局における平素の業務】
・都市整備部
・環境下水道部
　下水道の整備・点検に関すること

立川市組織名変更

第２編 第１章
(P.24)

（６） 本部の代替機能の確保
市は、・・・
【市対策本部の予備施設】
総合福祉センター
泉市民体育館
柴崎市民体育館

（６） 本部の代替機能の確保
市は、・・・
【市対策本部の予備施設】
総合福祉センター
泉体育館
柴崎体育館

第２編 第１章
(P.28)

５ 指定公共機関等との連携
（２）医療機関との連携
・・・また、特殊な災害への対応が迅速に行える
よう（公財）日本中毒情報センター等の専門的な
知見を有する機関との連携に努める。

５ 指定公共機関等との連携
（２）医療機関との連携
・・・また、特殊な災害への対応が迅速に行える
よう（財）日本中毒情報センター等の専門的な知
見を有する機関との連携に努める。

平成24年４月に移行



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.31)

１ 基本的考え方
（１） 情報収集・提供のための体制の整備
　市は、・・・体制を整備する。
　また、市は、国（総理大臣官邸）と国民保護情
報などの緊急情報を双方向通信する、緊急情報ネ
ットワークシステム（Em-Net）を導入している
。

１ 基本的考え方
（１） 情報収集・提供のための体制の整備
市は、・・・体制を整備する。

都国民保護計画変更によ
り追記

第２編 第１章
(P.31)

（２）体制の整備に当たっての留意事項
運用面
・国民に情報を提供するに当たっては、防災行政
無線、広報車両等を活用するとともに、高齢者、
障害者、外国人その他の情報の伝達に際し援護配
慮を要する者及び～

（２）体制の整備に当たっての留意事項
運用面
・国民に情報を提供するに当たっては、防災行政
無線、広報車両等を活用するとともに、高齢者、
障害者、外国人その他の情報の伝達に際し援護を
要する者及び～

災害対策基本法改正

第２編 第１章
(P.32)

２ 警報等の伝達に必要な準備
（２） 防災行政無線の整備
市は、武力攻撃事態等において・・・整備する。
同報系防災行政無線の整備にあたっては国による
全国瞬時警報システム（J-ALERT）（＊）の開発
・整備状況を踏まえる。

２ 警報等の伝達に必要な準備
（２） 防災行政無線の整備
市は、武力攻撃事態等において・・・整備する。
同報系防災行政無線の整備にあたっては、国によ
る全国瞬時警報システム（J-ALERT）（＊）の開
発・整備状況を踏まえる。

都国民保護計画変更によ
り変更・追記



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.33)

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
【安否情報として収集・報告すべき情報】
１　避難住民（負傷した住民も同様）
① 　氏名　②　フリガナ　③　出生の年月日　④　
男女の別　⑤　 住所（郵便番号を含む。）　
⑥　国籍
⑦ 　①～⑥のほか、個人を識別するための情報
（前各号のいずれかに掲げる情報が不明である場
合において、当該情報に代えて個人を識別するこ
とができるものに限る。）
⑧　負傷（疾病）の該当　　
⑨　負傷又は疾病の状況　⑩ 　現在の居所　
⑪　連絡先その他必要情報
⑫　親族・同居者への回答の希望　　
⑬　知人への回答の希望
⑭　親族・同居者・知人以外の者からの照会に対
する回答又は公表の同意
２　死亡した住民（上記①～⑦に加えて）
⑧　死亡の日時、場所及び状況
⑨　遺体が安置されている場所
⑩　連絡先その他必要情報
⑪　①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
【安否情報として収集・報告すべき情報】
１　避難住民（負傷した住民も同様）
①　氏名　②　出生の年月日
③　男女の別　④　住所
⑤　国籍（日本国籍を有しない者に限る。）
⑥　①～⑤のほか、個人を識別するための情報
（前各号のいずれかに掲げる情報が不明である場
合において、当該情報に代えて個人を識別するこ
とができるものに限る。）
⑦　負傷や疾病の有無
⑧　負傷又は疾病の状況　⑨　現在の居所
⑩　連絡先その他安否の確認に必要と認められる
情報
⑪　安否情報の提供に係る同意の有無等
２　死亡した住民（上記①～⑥、⑩に加えて）
⑫　死亡の日時、場所及び状況
⑬　死体の安置場所
⑭　安否情報の提供に係る配偶者等の同意の有無
等

都国民保護計画変更によ
り変更・追記



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.34)

（２） 安否情報の収集に協力を求める関係機関の
把握
【安否情報収集に関する市と都の役割分担】
○　安否情報の収集は、・・・
〇　住民等からの照会に対しては、都、市それぞ
れが、共有する安否情報に基づき回答するものと
する。

（２） 安否情報の収集に協力を求める関係機関の
把握
【安否情報収集に関する市と都の役割分担】
○　安否情報の収集は、・・・

都国民保護計画変更によ
り追記



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.37)

２ 訓練
（１） 市における訓練の実施
　　市は、近隣市町、都、国等関係機関と連携す
るなどして、住民、地域の団体及び事業者の自発
的な参加を得て、国民保護措置についての訓練を
実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上
を図る。
訓練の実施に当たっては、警察、消防、自衛隊等
と連携し、具体的な事態を想定したシナリオ作成
するなど、防災訓練のノウハウを活用する。具体
的な事態を想定し、防災訓練におけるシナリオ作
成等、既存のノウハウを活用するとともに、警察
、海上保安部等、自衛隊等との連携による、NBC
攻撃等により発生する武力攻撃災害への対応訓練
、広域にわたる避難訓練、地下への避難訓練等武
力攻撃事態等に特有な訓練等について、人口密集
地を含む様々な場所や想定で行うとともに、実際
に資機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実践
的なものとするよう努める。

２ 訓練
（１） 市における訓練の実施
　　市は、近隣市町、都、国等関係機関と連携す
るなどして、住民、地域の団体及び事業者の自発
的な参加を得て、国民保護措置についての訓練を
実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上
を図る。
訓練の実施に当たっては、警察、消防、自衛隊等
と連携し、具体的な事態を想定したシナリオ作成
するなど、防災訓練のノウハウを活用する。

消防庁国民の保護に関す
る基本指針による

第２編 第１章
(P.38)

２ 訓練
（２） 訓練の形態及び項目
・・・
③避難誘導訓練及び救援訓練（要配慮者にも留
意）

２ 訓練
（２） 訓練の形態及び項目
・・・
③避難誘導訓練及び救援訓練
　　



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.38)

２ 訓練
（３） 訓練に当たっての留意事項
②　国民保護措置についての訓練の実施にあたっ
ては、住民の避難誘導や救援等に、町内会・自治
会の協力を求め、特に高齢者、障害避難行動要支
援者その他特に配慮を要する者への的確な対応を
図る。

２ 訓練
（３） 訓練に当たっての留意事項
②　国民保護措置についての訓練の実施にあたっ
ては、住民の避難誘導や救援等に、町内会・自治
会の協力を求め、特に高齢者、障害者その他特に
配慮を要する者への的確な対応を図る。

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第２編 第１章
(P.39)

１ 避難に関する基本的事項
【市において集約・整理すべき基礎的資料】
○　住宅地図
・・・
〇　警察機関のリスト
（警視庁、方面本部、警察署の所在地等の一覧）
○　避難行動要援護支援者避難支援プラン名簿

資料編(P1420)　２－１ 町丁字別人口 参照

１ 避難に関する基本的事項
【市において集約・整理すべき基礎的資料】
○　住宅地図
・・・
○　災害時要援護者の避難支援プラン

資料編(P14)　２－１ 町丁字別人口 参照

都国民保護計画変更によ
り追記
災害対策基本法の改正に
伴い変更

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.40)

（３） 高齢者、障害者等災害時避難行動要支援者
への配慮
市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障
害者等自ら避難することが困難な者の避難につい
て、自然災害時への対応として作成する避難行動
要支援プラン者名簿を活用しつつ、災害時避難行
動要援護支援者への避難対策を講じる。（＊）
避難誘導時は、福祉関係部課を中心とした「災害
避難行動要援護支援者対策支援班」を迅速に設置
し、都の要配慮者対策総統括部と連携した対応が
できるよう、あらかじめ職員の配置体制を整備す
る。

（３） 高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮
市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障
害者等自ら避難することが困難な者の避難につい
て、自然災害時への対応として作成する避難支援
プランを活用しつつ、災害時要援護者の避難対策
を講じる。（＊）
避難誘導時は、福祉関係部課を中心とした「災害
要援護者対策班」を迅速に設置し、都の災害要援
護者対策総括部と連携した対応ができるよう、あ
らかじめ職員の配置体制を整備する。

災害対策基本法の改正に
伴い変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.40)

２ 避難実施要領のパターンの作成
市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関
、消防、警察、自衛隊等）と緊密な意見交換を行
いつつ、総務省消防庁が作成した「避難実施要領
のパターン作成に当たって（避難マニュアル）
（平成１８年１月）」や「「避難実施要領のパタ
ーン」作成の手引き（平成２３年１０月）」を参
考に、季節の別（特に冬期間の避難方法）、観光
客や昼間人口の存在、混雑や交通渋滞の発生状況
など様々な事象を想定し、複数の避難実施要領の
パターンをあらかじめ作成する。
その際、高齢者、障害者、乳幼児等の避難対策に
ついては、市地域防災計画の災害時避難行動要援
護支援者の避難支援の仕組みに準じて実施する。

２ 避難実施要領のパターンの作成
市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関
、消防、警察、自衛隊等）と緊密な意見交換を行
いつつ、総務省消防庁が作成するマニュアルを参
考に、季節の別（特に冬期間の避難方法）、観光
客や昼間人口の存在、混雑や交通渋滞の発生状況
など様々な事象を想定し、複数の避難実施要領の
パターンをあらかじめ作成する。
その際、高齢者、障害者、乳幼児等の避難対策に
ついては、市地域防災計画の災害時要援護者の避
難支援の仕組みに準じて実施する。

都国民保護計画変更によ
り追記
災害対策基本法の改正に
伴い変更

第２編 第１章
(P.41)

（１） 運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する
情報の把握
・・・
資料編(P2230)　２－３ 輸送施設と輸送力 参照

（１） 運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する
情報の把握
・・・
資料編(P22)　２－３ 輸送施設と輸送力 参照

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.42)

【緊急物資等の配送の概要】
（図）
都　広域輸送拠点基地

資料編(P3748)　３－３ 輸送拠点一覧 参照
資料編(P3950)　３－４ 大規模救出救助活動拠点 
参照
資料編(P4051)　３－５ 災害時臨時離着陸候補地 
参照

【緊急物資等の配送の概要】
（図）
都　広域輸送拠点

資料編(P37)　３－３ 輸送拠点一覧 参照
資料編(P39)　３－４ 大規模救出救助活動拠点 参
照
資料編(P40)　３－５ 災害時臨時離着陸候補地 参
照

都国民保護計画変更によ
り変更

資料編ページ番号変更

第２編 第１章
(P.43)

５ 避難施設の指定への協力
市は、都が行う避難施設の指定に際しては、以下
の区分に応じて施設の収容人数、構造、保有設備
等の必要な情報を提供するなど都に協力する。

【避難施設の区分】
「市地域防災計画おける位置付け」の列の削除

資料編(P2432)　２－４ 避難施設 参照

５ 避難施設の指定への協力
市は、都が行う避難施設の指定に際しては、以下
の区分に応じて必要な情報を提供するなど都に協
力する。

【避難施設の区分】
「市地域防災計画おける位置付け」

資料編(P24)　２－４ 避難施設 参照

消防庁国民の保護に関す
る基本指針による

総務局・建設局意見

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第１章
(P.44)

【生活関連等施設の種類等及び所管省庁】
第28条
５号 核燃料物質（汚染物質を含む。） 文部科学
省、経済産業省 原子力規制委員会
６号 核原料物質文部科学省、経済産業省  原子力
規制委員会
７号 放射性同位元素（汚染物質を含む。）文部科
学省 原子力規制委員会

【生活関連等施設の種類及び所管省庁】
第28条
５号 核燃料物質（汚染物質を含む。） 文部科学
省、経済産業省
６号 核原料物質 文部科学省、経済産業省
７号 放射性同位元素（汚染物質を含む。） 文部
科学省

都国民保護計画変更によ
り変更

第２編 第３章
(P.45)

（１） 防災のための備蓄の活用
・・・
資料編(P3443)　３－２ 備蓄物資・調達可能物資 
参照

（１） 防災のための備蓄の活用
・・・
資料編(P34)　３－２ 備蓄物資・調達可能物資 参
照

資料編ページ番号変更

第２編 第３章
(P.46)

（２） ライフライン施設の機能の確保　
市は、下水道施設等の・・・代替施設の整備等に
よるり機能の確保に努める。

（２） ライフライン施設の機能の確保　
市は、下水道施設等の・・・代替施設の整備等に
よるり機能の確保に努める。

前回誤植



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第２編 第４章
(P.47)

２ 住民がとるべき行動等に関する啓発
市は、武力攻撃災害の兆候6F(＊)を発見した場合
の市長等に対する通報義務、不審物等を発見した
場合の管理者に対する通報の方法等について、啓
発資料等を活用して住民の理解と協力を得ながら
周知を図る。
市は、都、東京消防庁(立川消防署)、消防団及び
市民自主防災組織等と連携し、武力攻撃事態等に
おいて住民や事業者、学校等の施設管理者による
適切な避難行動や避難誘導等について周知を図る
。
また、市は、日本赤十字社、都、東京消防庁(立
川消防署)、消防団、東京消防庁災害時支援ボラ
ンティア及び市民自主防災組織などと連携し、傷
病者の応急手当について普及に努める。

２ 住民がとるべき行動等に関する啓発
市は、武力攻撃災害の兆候6F(＊)を発見した場合
の市長等に対する通報義務、不審物等を発見した
場合の管理者に対する通報の方法等について、啓
発資料等を活用して住民の理解と協力を得ながら
周知を図る。
市は、都、東京消防庁(立川消防署)、消防団及び
自主防災組織等と連携し、武力攻撃事態等におい
て住民や事業者、学校等の施設管理者による適切
な避難行動や避難誘導等について周知を図る。
また、市は、日本赤十字社、都、東京消防庁(立
川消防署)、消防団及び自主防災組織などと連携
し、傷病者の応急手当について普及に努める。

第３編 第１章
(P.49)

②「本部指揮所」は、・・・迅速にな情報収集・
提供を行うため、現場の各機関との通信を確保す
る。

②「本部指揮所」は、・・・迅速にな情報収集・
提供を行うため、現場の各機関との通信を確保す
る。

前回誤植

第３編 第２章
(P.52)

⑥ 本部の代替機能の確保
市は、・・・
【市対策本部の予備施設】（再掲）
総合福祉センター
泉市民体育館
柴崎市民体育館

⑥ 本部の代替機能の確保
市は、・・・
【市対策本部の予備施設】（再掲）
総合福祉センター
泉体育館
柴崎体育館



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第２章
(P.53)

【市対策本部の組織構成及び各組織の機能】
（図）
・産業文化スポーツ部
・都市整備まちづくり部

【市対策本部の組織構成及び各組織の機能】
（図）
・産業文化部
・都市整備部

立川市組織名変更

第３編 第２章
(P.55)

【市の各部における武力攻撃事態における業務】
・産業文化スポーツ部
・福祉保健部　
　高齢者、障害者等の要配慮者の避難、救援に関　
すること
　・・・
　防疫対策に関すること
・ 都市整備まちづくり部
　・・・
・環境下水道部
　・・・
　下水道施設の整備・点検機能の確保に関するこ
と

【市の各部における武力攻撃事態における業務】
・産業文化部
・福祉保健部　高齢者、障害者、その他要援護者
の避難、救援に関すること
・都市整備部
　・・・
・環境下水道部
　・・・
　下水道施設の整備・点検に関すること

立川市組織名変更
災害対策基本法の改正に
伴い変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第２章
(P.56)

（４） 市対策本部における広報等
【市対策本部における広報体制】
・・・
②広報手段
広報誌、テレビ・・・・インターネットホームペ
ージ、公式Twitter、立川見守りメール配信等のほ
か様々な広報手段を活用して、住民等に迅速に提
供できる体制を整備

（４） 市対策本部における広報等
【市対策本部における広報体制】
・・・
②広報手段
広報誌、テレビ・・・・インターネットホームペ
ージ等のほか様々な広報手段を活用して、住民等
に迅速に提供できる体制を整備

立川市新サービス追加

第３編 第２章
(P.58)

２ 通信の確保
（１） 情報通信手段の確保
市は、携帯電話、移動地域系市防災行政無線等・
・・同報系無線、地域市防災行政無線等の固定系
通信回線の利用・・・
・・・
（３） 通信輻輳により生じる混信等の対策
・・・
資料編(P1521)　２－２ 防災無線設置状況 参照

２ 通信の確保
（１） 情報通信手段の確保
市は、携帯電話、移動系市防災行政無線等・・・
同報系無線、地域防災無線等の固定系通信回線の
利用・・・
・・・
（３） 通信輻輳により生じる混信等の対策
・・・
資料編(P15)　２－２ 防災無線設置状況 参照

都国民保護計画変更によ
り変更

資料編ページ番号変更

第３編 第２章
(P.59)

３ 特殊標章等の交付及び管理
・・・
参照資料編(P6577)　５－１ 特殊標章及び身分証
明書 参照

３ 特殊標章等の交付及び管理
・・・
参照資料編(P65)　５－１ 特殊標章及び身分証明
書 参照

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第３章
(P.60)

１ 国・都の対策本部との連携
（２） 国・都の現地対策本部との連携
　市は、国・都の現地対策本部・・・市対策本部
等による武力攻撃事態等合同対策協議会（＊）を
開催する場合は、・・・共同で現地対策本部の運
用を行う。

１ 国・都の対策本部との連携
（２） 国・都の現地対策本部との連携
　市は、国・都の現地対策本部・・・市対策本部
等による合同対策協議会（＊）を開催する場合は
、・・・共同で現地対策本部の運用を行う。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第３章
(P.61)

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等
　市長は、国民保護措置を・・・陸上自衛隊にあ
っては東部方面総監、海上自衛隊にあっては横須
賀地方総監、航空自衛隊にあっては作戦システム
運用隊司令等を介し、防衛大臣に連絡する。

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等
　市長は、国民保護措置を・・・陸上自衛隊東部
方面総監等を介し、防衛大臣に連絡する。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第５章
(P.65)

（２） 警報の内容の通知
①市は、都から・・・
資料編(P2936)　２－５ 防災関係機関等緊急時連
②市は、警報が・・・
ホームページ
（https://www.city.tachikawa.lg.jp/）に警報の
内容を掲載する。

（２） 警報の内容の通知
①市は、都から・・・
資料編(P29)　２－５ 防災関係機関等緊急時連絡
先 参照
②市は、警報が・・・
ホームページ
（http://www.city.tachikawa.lg.jp/）に警報の内
容を掲載する。

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第５章
(P.66)

（１） 警報の内容の伝達手段
警報の内容の伝達は、緊急情報ネットワークシス
テム（Em-Net）、全国瞬時警報システム（J-
ALERT）等を活用し、地方公共団体に伝達される
。市長は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）と
連携している情報伝達手段等により、原則として
以下の要領により情報を伝達する。

（１） 警報の内容の伝達手段
警報の内容の伝達は、当面の間現在市が保有する
伝達手段に基づき、原則として以下の要領により
行う。

消防庁通知（平成２９年
８月）により変更

第３編 第５章
(P.66)

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生・
・・　また、広報車の使用、自主市民防災組織に
よる各世帯等への伝達、自治会等への協力依頼な
ど、防災行政無線による伝達以外の効果的な方法
も検討し活用する。

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生・
・・　また、広報車の使用、自主防災組織による
各世帯等への伝達、自治会等への協力依頼など、
防災行政無線による伝達以外の方法も活用する。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第５章
(P.66)

（３） 要援護配慮者への配慮
高齢者、障害者、外国人等に対する警報の内容の
伝達にあたっては、伝達に配慮するものとし、具
体的には、避難行動要支援者について、防災・福
祉担当部署との連携の下で避難行動要支援プラン
者名簿を活用するなど、災害時避難行動要援護支
援者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに
備えられる体制を整備する。

（３） 要援護者への配慮
高齢者、障害者、外国人等に対する警報の内容の
伝達にあたっては、防災・福祉担当部署との連携
の下で避難支援プランを活用するなど、災害時要
援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難など
に備えられる体制を整備する。

災害対策基本法の改正に
伴い変更
消防庁国民の保護に関す
る基本指針による



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第５章
(P.69)

（２） 避難実施要領に記載する項目
【避難実施要領に記載する項目】
・・・
⑦　市職員、消防職員及び消防団員の配置等
⑧　要配慮者への対応

（２） 避難実施要領に記載する項目
【避難実施要領に記載する項目】
・・・
⑦　市職員の配置等
⑧　高齢者、障害者その他特に配慮を要する者へ
の対応

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第３編 第５章
(P.70)

（３） 避難実施要領の策定の際における考慮事項
【避難実施要領の策定の際における考慮事項】
⑥　避難行動要援護支援者の避難方法の決定（避
難支援プラン、災害時避難行動要援護支援者支援
班の設置）

（３） 避難実施要領の策定の際における考慮事項
【避難実施要領の策定の際における考慮事項】
⑥　要援護者の避難方法の決定（避難支援プラン
、災害時要援護者支援班の設置）

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第３編 第５章
(P.72)

（６） 高齢者、障害者等要援護配慮者への配慮
　市長は、高齢者、障害者等の避難を行うため避
難行動要援護支援者対策支援班を設置し、都災害
要配慮者対策総統括部と連携しつつ、社会福祉協
議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団
体等と協力して、災害時要援護配慮者への連絡、
運送手段の確保を的確に行う。
なお、要援護配慮者の避難に関して、市は、避難
場所、避難所等の拠点までの運送を支援する。
【要援護配慮者の支援の概要】
（図）避難住民（災害時要援護配慮者）

（６） 高齢者、障害者等要援護者への配慮
　市長は、高齢者、障害者等の避難を行うため要
援護者対策班を設置し、都災害要援護者対策総括
部と連携しつつ、社会福祉協議会、民生委員、介
護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災
害時要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に
行う。
なお、要援護者の避難に関して、市は、避難場所
、避難所等の拠点までの運送を支援する。
【要援護者の支援の概要】
（図）避難住民（災害時要援護者）

災害対策基本法の改正に
伴い変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第５章
(P.73)

（１０） 動物の保護等に関する配慮
・・・
資料編(P4152)　３－７ 動物保護に関する通知 参
照

（１０） 動物の保護等に関する配慮
・・・
資料編(P41)　３－７ 動物保護に関する通知 参照

資料編ページ番号変更

第３編 第５章
(P.75)

弾道ミサイル攻撃（＊）（通常弾頭、ＢＣ弾頭）
○発射後・・・
○当初は、できるだけ、近くのコンクリート造り
の・・・
（以下脚注）
（＊）弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合でも

、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難であり、また、弾

道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意図等により攻撃目標は変化す

るとともに、その保有する弾道ミサイルの精度により、実際の着弾地点は変

わってくる。 

このため、市は、弾道ミサイル発射時に住民が適切な行動をとることができ

るよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達及び弾道

ミサイル落下時の行動について平素から周知に努めるとともに、弾道ミサイ

ルが発射された場合には、市に着弾の可能性があり得るものとして、対応を

考える必要がある。

弾道ミサイル攻撃（通常弾頭、ＢＣ弾頭）
○発射後・・・
○当初は、できるだけ近くのコンクリート造りの
・・・

追記

第３編 第５章
(P.76)

② 大規模集客施設等内で突発的に発生
（図中）市内避難所等

② 大規模集客施設等内で突発的に発生
（図中）避難所等

第３編 第５章
(P.78)

（３） 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合
【避難の流れ】
（図）要援護配慮者

（３） 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合
【避難の流れ】
（図）要援護者

災害対策基本法の改正に
伴い変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第５章
(P.79)

（４） 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合
【避難の流れ】
（図）要援護配慮者×2カ所

（４） 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合
【避難の流れ】
（図）要援護者×2カ所

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第３編 第６章
(P.80)

３ 救援の程度及び方法の基準
　市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護
のための措置に関する法律による救援の程度及び
方法の基準」（平成１６２５年厚生労働省内閣府
告示第３４３２２９号。以下「救援の程度及び基
準」という。）及び都国民保護計画の内容に基づ
き救援の措置を行う。
　市長は、「救援の程度及び基準」によっては救
援の適切な実施が困難であると判断する場合には
、都知事に対し、厚生労働内閣総理大臣に特別な
基準の設定についての意見を申し出るよう要請す
る。・・・
資料編(P3138)　３－１ 救援程度及び方法の基準 
参照

３ 救援の程度及び方法の基準
　市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護
のための措置に関する法律による救援の程度及び
方法の基準」（平成１６年厚生労働省告示第３４
３号。以下「救援の程度及び基準」という。）及
び都国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行
う。
市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援
の適切な実施が困難であると判断する場合には、
都知事に対し、厚生労働大臣に特別な基準の設定
についての意見を申し出るよう要請する。・・・

資料編(P31)　３－１ 救援程度及び方法の基準 参
照

都国民保護計画変更によ
り変更

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第６章
(P.81)

４ 救援の内容
（１） 収容施設の供与
① 避難所
ア　避難所・二次避難所の開設、運営
市は、市域が避難先地域となった場合、都との調
整に基づき、市内に避難所を開設する。
　その際には、女性や要配慮者の視点に配慮した
避難所運営に努める。
（都があらかじめ指定する大規模な施設を避難所
とする場合は都が開設）

４ 救援の内容
（１） 収容施設の供与
① 避難所
ア　避難所・二次避難所の開設、運営
市は、市域が避難先地域となった場合、都との調
整に基づき、市内に避難所を開設する。
（都があらかじめ指定する大規模な施設を避難所
とする場合は都が開設）

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第６章
(P.82)

② 応急仮設住宅等の設置、運営
　市は、避難が長期に及ぶ場合や復帰後も本来の
住居が使用できない場合、都が設置する長期避難
住宅削除及び応急仮設住宅等への入居者の募集、
選定及び入居者管理を行う。

② 応急仮設住宅等の設置、運営
　市は、避難が長期に及ぶ場合や復帰後も本来の
住居が使用できない場合、都が設置する長期避難
住宅及び応急仮設住宅への入居者の募集、選定及
び入居者管理を行う。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第６章
(P.82)

（３） 医療の提供及び助産
① 医療に関する情報提供
市は、都及び関係機関と協力して、避難所周辺の
医療機関の状況を把握し、避難住民に対して、利
用可能な医療機関、診療科目等に関する情報を提
供する。

（３） 医療の提供及び助産
① 医療に関する情報提供
市は、都と協力して、避難所周辺の医療機関の状
況を把握し、避難住民に対して、利用可能な医療
機関、診療科目等に関する情報を提供する。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第６章
(P.83)

【医療救護活動の命令・要請及び情報連絡系統】
（図の“後方”を削除）

【医療救護活動の命令・要請及び情報連絡系統】 都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第６章
(P.84)

③ 患者の搬送
市は都と協力し、・・・災害拠点病院等の後方医
療施設への患者搬送については、都と連携して実
施する。
なお、後方医療施設への搬送は、状況に応じて次
により行う。
・・・
（５） 埋葬及び火葬
・・・
資料編(P4051)　３－６ 火葬場一覧 参照

③ 患者の搬送
市は都と協力し、・・・災害拠点病院等の後方医
療施設への患者搬送については、都と連携して実
施する。
なお、後方医療施設への搬送は、状況に応じて次
により行う。
・・・
（５） 埋葬及び火葬
・・・
資料編(P40)　３－６ 火葬場一覧 参照

都国民保護計画変更によ
り変更

資料編ページ番号変更

第３編 第６章
(P.84)

（９） 行方不明者の捜索及び遺体の処理
市は、武力攻撃等により新たな被害を受けるおそ
れがない場合、警視庁、東京消防庁が中心となっ
て行う行方不明者の捜索に協力する。

（９） 行方不明者の捜索及び遺体の処理
市は、警視庁、東京消防庁が中心となって行う行
方不明者の捜索に協力する。

都国民保護計画と統一

第３編 第７章
(P.87)

（１） 安否情報の照会の受付
・・・
資料編(P4253)　３－８ 安否情報令 参照

（１） 安否情報の照会の受付
・・・
資料編(P42)　３－８ 安否情報令 参照

資料編ページ番号変更

第３編 第７章
(P.96)

② 武力攻撃災害を受けた・・・
資料編(P4960)　３－９ 公用令書等の様式 参照

② 武力攻撃災害を受けた・・・
資料編(P49)　３－９ 公用令書等の様式 参照

資料編ページ番号変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第７章
(P.96)

（２） 東京消防庁（立川消防署）の活動
東京消防庁は、管轄地域内において発生した武力
攻撃災害から住民の生命、身体及び財産を守るた
め、次のとおり、全庁（署）を挙げ、消火、救助
・救急活動を実施する旨を、東京都国民保護計画
において定めている。

・　東京消防庁（署）は、消防職員及び消防団員
の安全を確保するための措置を講じた上で、消火
、救助・救急活動を行う。

（２） 東京消防庁の活動
東京消防庁は、管轄地域内において発生した武力
攻撃災害から住民の生命、身体及び財産を守るた
め、次のとおり、全庁を挙げ、消火、救助・救急
活動を実施する旨、東京都国民保護計画において
定めている。

・　東京消防庁は、消防職員及び消防団員の安全
を確保するための措置を講じた上で、消火、救助
・救急活動を行う。

東京消防庁意見

第３編 第11章
(P.104)

１ 保健衛生の確保
（１） 保健衛生対策
　市は、避難先地域で、都と協力して巡回健康相
談等を行うため、保健師班医療救護班により、保
健師による巡回救護チームを編成して避難所等に
派遣する。
　この場合、高齢者、障害者その他特に配慮を要
する等の要配慮者の心身双方の健康状態には特段
の配慮を行う。

１ 保健衛生の確保
（１） 保健衛生対策
　市は、避難先地域で、都と協力して巡回健康相
談等を行うため、保健師班を編成して避難所等に
派遣する。
　この場合、高齢者、障害者その他特に配慮を要
する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行
う。

福祉保健局意見

災害対策基本法の改正に
伴い変更

第３編 第11章
(P.104)

（２） 防疫対策
　市は、・・・健康診断及び消毒等の措置及び指
導を実施する。

（２） 防疫対策
　市は、・・・健康診断及び消毒等の措置を実施
する。

都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第３編 第11章
(P.105)

（２） 廃棄物処理対策
① 市は、市地域防災計画の定めに準じて、「震災
災害廃棄物対策指針」（平成１０２６年厚生省生
活衛生局環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策
部作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整
備する。

（２） 廃棄物処理対策
① 市は、市地域防災計画の定めに準じて、「震災
廃棄物対策指針」（平成１０年厚生省生活衛生局
作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備
する。

都国民保護計画変更によ
り変更

第３編 第12章
(P.106)

２ 避難住民等の生活安定等
（２）  公的徴収金市税等の減免等
　市は・・・納付または納入に関する期間限の延
期並びに市税(延滞金を含む)の徴収猶予及び減免
の措置を災害の状況に応じて実施する。

２ 避難住民等の生活安定等
（２） 公的徴収金の減免等
　市は・・・納付または納入に関する期間の延期
並びに市税(延滞金を含む)の徴収猶予及び減免の
措置を災害の状況に応じて実施する。

都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第５編 第１章
(P.110)

■緊急対処事態
　緊急対処事態とは、・・・国家として緊急に対
処することが必要なものをいう。
　市国民保護計画においては、世界の首都や大都
市で大規模なテロが多く発生している状況や、国
内外の注目が集まる国際的な競技大会等への危機
管理の視点を踏まえ、緊急対処事態への対処を重
視していく。
（表）
① 危険物質を有する施設への攻撃
　可燃性ガス貯蔵施設等の爆破、危険物質積載船
への攻撃、ダムの破壊
② 大規模集客施設等への攻撃
　イベント施設・スポーツ施設・大規模集客施設
、ターミナル駅等・・・

■緊急対処事態
　緊急対処事態とは、・・・国家として緊急に対
処することが必要なものをいう。

（表）
① 危険物質を有する施設への攻撃
　可燃性ガス貯蔵施設等の爆破、危険物質積載船
への攻撃、ダムの破壊
② 大規模集客施設等への攻撃
　イベント施設・スポーツ施設・ターミナル駅等
・・・

都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第５編 第１章
(P.111)

（新規追加）
（２） 「地域版パートナーシップ」を活用した連
携体制
市は、「地域版パートナーシップ(*)」を活用し、
警察署、関係行政機関、民間事業者と連携して、
テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時
における協働対処体制の強化に取り組む。
（以下脚注）
（＊） 平成２２年６月に警視庁全１０２警察署により構築された。なお、市

は、平成２９年４月２１日に、市内関係５団体との間で、「テロ等から市民

を守る取り組みに関する覚書」を締結し、テロ等における情報共有体制を構

築している。

都国民保護計画変更によ
り変更

第５編 第１章
(P.112)

２ 対処マニュアルの整備
（１） テロ等の類型に応じた対処マニュアルの整
備
○　市は、都が作成する策定した各種対処マニュ
アル及び市の特性を踏まえ、各種対処マニュアル
を整備する。

２ 対処マニュアルの整備
（１） テロ等の類型に応じた対処マニュアルの整
備
○　市は、都が作成する各種対処マニュアル及び
市の特性を踏まえ、各種対処マニュアルを整備す
る。

都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第５編 第１章
(P.119)

（３） 対処上の留意事項
① 初動対処
市は、都から派遣される緊急時放射線調査チーム
及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、速
やかに警戒区域を設定するとともに、その域外に
おいて住民等の安全確保及びパニック防止のため
の措置を講じる。

③ 医療活動
○市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場所
において除染済みの傷病者に対する緊急被ばく東
京消防庁の安全管理下において、東京ＤＭＡＴに
より、除染済みの傷病者に対する医療活動を実施
する。

（３） 対処上の留意事項
① 初動対処
市は、都から派遣される緊急時放射線調査チーム
及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、速
やかに警戒区域を設定するとともに、その域外に
おいて住民等の安全確保及びパニック防止のため
の措置を講じる。

③ 医療活動
○市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場所
において除染済みの傷病者に対する緊急被ばく医
療活動を実施する。

都国民保護計画変更によ
り変更

福祉保健局意見

第５編 第１章
(P.120)

④ 汚染への対処
〇市は、都と連携して避難住民等（運送に使用す
る車両及びその乗務員を含む。）の避難退域時検
査及び簡易除染その他放射性物質による汚染の拡
大を防止するために必要な措置を講じる。
〇市は、都及び自衛隊等関係機関が実施する除染
及び汚水の処理等に協力する。

④ 汚染への対処
〇市は、都及び自衛隊等関係機関が実施する除染
及び汚水の処理等に協力する。

都国民保護計画変更によ
り変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
第５編 第１章
(P.120)

４ 大量殺傷物質による攻撃（生物剤）
（３） 対処上の留意事項
② 医療活動
○　市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場
所東京消防庁の安全管理下において感染者又はそ
の疑いのある者、東京ＤＭＡＴにより、除染済み
の傷病者に対する医療活動を実施する。

４ 大量殺傷物質による攻撃（生物剤）
（３） 対処上の留意事項
② 医療活動
○　市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場
所において感染者又はその疑いのある者に対する
医療活動を実施する。

第５編 第１章
(P.121)

５ 大量殺傷物質による攻撃（化学剤）
（３） 対処上の留意事項
③ 医療活動
○　市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場
所東京消防庁の安全管理下において、東京ＤＭＡ
Ｔにより、除染済みの傷病者に対する医療活動を
実施する。ただし、これらの活動は、市が保有す
る装備・資機材等により対応可能な範囲内のもの
とする。・・・

５ 大量殺傷物質による攻撃（化学剤）
（３） 対処上の留意事項
③ 医療活動
○　市は、都及び医療機関等と連携し、安全な場
所において除染済みの傷病者に対する医療活動を
実施する。ただし、これらの活動は、市が保有す
る装備・資機材等により対応可能な範囲内のもの
とする。・・・

都国民保護計画変更によ
り変更

資料編
(P.1～11)

１関係機関
１－１～１－５について
（表差し替え）

１関係機関
１－１～１－５について

至近情報に更新

資料編
(P.12)

１－６ 災害時支援協定
　① 他自治体との相互応援

１－６ 災害時支援協定
① 自治体との相互応援

追記



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.12)

６　大規模災害発生時等における相互応援に関す
る協定書（甲州街道サミット参加12市）

平成8（1996）年11月27日
改定　平成28（2016）年3月31日

６　大規模災害発生時等における相互応援に関す
る協定書（甲州街道サミット参加12市）

平成8（1996）年11月27日

協定改定

資料編
(P.13)

11　多摩地域における下水道管路施設の災害時復
旧支援に関する協定書
平成29（2017）年3月31日
改定　平成30（2018）年10月29日
東京都下水道局 東京都2425市3町1村
・・・
出典参考：立川市地域防災計画資料編

11　多摩地域における下水道管路施設の災害時復
旧支援に関する協定書
平成29（2017）年3月31日

東京都下水道局 東京都24市3町1村
・・・
出典：立川市地域防災計画資料編

協定改定

資料編
(P.13)

13　災害時におけるり災証明書発行に関する協定
書
平成30（2018）年3月28日
東京消防庁立川消防署
災害時における火災被害に係るり災証明書の発行
支援

新規締結協定

資料編
(P.14～19)

②　民間団体との協定
立川市地域防災計画記載の情報及び「②民間団体
との協定」については３件追加し至近情報に更新

②　民間団体との協定 新規締結協定３件を記載
し至近情報に更新

資料編
(P.20)

２－１ 町丁字別人口
（表差し替え）
資料：住民基本台帳（平成2030年1月現在）

２－１ 町丁字別人口
資料：住民基本台帳（平成20年1月現在）

最新住民基本台帳に変更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.21～23)

２－２ 防災無線設置状況
　①  立川市固定（同報）系防災行政無線（固
定）子局設置場所（〇/23）

（表差し替え）

２－２ 防災無線設置状況
　① 行政無線（固定）子局設置場所（〇/2）

追記

資料編
(P.24～29)

②立川市地域系デジタル防災行政無線（地域）　
呼出番号（〇/56）
参考出典：立川市地域防災計画資料編

②行政無線（地域）　呼出番号（〇/5）

参考：立川市地域防災計画資料編

追記

資料編
(P.31)

③鉄道
主要区間におけるピーク時1時間における定員乗
車人員および通過人員
（表差し替え）

③鉄道
主要区間におけるピーク時1時間における定員乗
車人員および通過人員

（一財）運輸政策研究機
構「都市交通年報」最新
版に合わせた表に変更

資料編
(P.32～33)

２－４ 避難施設
①一次避難場所（〇/23）

出典参考：立川市地域防災計画資料編

２－４ 避難施設
①一次避難場所（〇/2）

出典：立川市地域防災計画資料編

東京都意見

資料編
(P.34)

②二次避難所（3/3） ②二次避難所 東京都意見

資料編
(P.35)

削除 ③三次避難所 東京都意見



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.35)

④福祉②二次避難所
⑤広域③避難場所　１国営昭和記念公園
立川市緑町、泉町地内及び昭島市昭島市郷地町、
福島町地内もくせいの杜

出典参考：立川市地域防災計画資料編

④福祉避難所
⑤広域避難場所　１国営昭和記念公園
立川市緑町、泉町地内及び昭島市郷地町、福島町
地内

出典：立川市地域防災計画資料編

東京都意見

平成28年4月1日　住居表
示実施

資料編
(P.38～42)

３－１ 救援程度及び方法の基準
（全文箇条書きに変更）

３－１ 救援程度及び方法の基準
（全文）

平成25年内閣府告示第
229号

資料編
(P.43～45)

３－２ 備蓄物資・調達可能物資
①避難所備蓄品一覧（〇/23）

３－２ 備蓄物資・調達可能物資
①避難所備品一覧（1/2）

立川市地域防災計画と統
一

資料編
(P.46～47)

②避難所以外備品その他備蓄品一覧（〇/2） ②避難所以外備品一覧 立川市地域防災計画と統
一

資料編
(P.48)

３－３ 輸送拠点一覧
① 広域輸送拠点一覧
（平成1826年４５月１末日現在）
（表差し替え）

３－３ 輸送拠点一覧
① 広域輸送拠点一覧
（平成18年４月１日現在）

東京都地域防災計画 震災
編 別冊資料引用

資料編
(P.49)

３－３ 輸送拠点一覧
②地域内輸送拠点一覧
（平成1826年４５月１末日現在）
（表差し替え）

３－３ 輸送拠点一覧
②地域内輸送拠点一覧
（平成18年４月１日現在）

東京都地域防災計画 震災
編 別冊資料引用

資料編
(P.50)

３－４ 大規模救出救助活動拠点
（表差し替え）

３－４ 大規模救出救助活動拠点 東京都地域防災計画 震災
編 別冊資料引用

資料編
(P.51)

３－６ 火葬場一覧
（立川・昭島・国立聖苑組合 火葬場　修正）

３－６ 火葬場一覧



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.53)

３－８ 安否情報令
平成１７年３月２８日
総務省令第４４号
最終改正：平成１８２７年３９月３１１６日　総
務省令第５０７６号

３－８ 安否情報令
平成１７年３月２８日
総務省令第４４号
最終改正：平成１８年３月３１日　総務省令第５
０号

総務省令最終改正日変更

資料編
(P.54)

附 則（平成２７年９月１６日総務省令第７６号）抄 
（施行期日）
第１条　この省令は、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律（以下この
条及び次条第１項において「番号利用法」という。）
附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日（平成２８
年１月１日）から施行する。
（経過措置）
第２条　
２　次に掲げる省令の規定の適用については、住民基
本台帳カード（第五条の規定による改正前の住民基本
台帳法施行規則別記様式第二の様式によるものに限る
。）は、番号利用法整備法第二十条第一項の規定によ
りなお従前の例によることとされた旧住民基本台帳法
第３０条の４４第９項の規定によりその効力を失う時
までの間は、個人番号カードとみなす。
１及び２　略
３　第１１条の規定による改正後の武力攻撃事態等に
おける安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報
の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省
令第３条第２項

総務省令改正による附則

武力攻撃事態等における
安否情報の収集及び報告
の方法並びに安否情報の
照会及び回答の手続その
他の必要な事項を定める
省令



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.56)

様式第２号（第１条関係）
安否情報収集様式（死亡住民）
⑨遺体のが安置されている場所

様式第２号（第１条関係）
安否情報収集様式（死亡住民）
⑨遺体の安置されている場所

文言修正

資料編
(P.62)

４－１ 被災情報の報告様式
火災・災害等即報要領
昭和５９年１０月１５日
消防災第２６７号消防庁長官
最終改正　平成２０２９年　５２月　消防応第６
９１１号

４－１ 被災情報の報告様式
火災・災害等即報要領
昭和５９年１０月１５日
消防災第２６７号消防庁長官
最終改正　平成２０年　５月　消防応第６９号

消防組織法最終改正日変
更

資料編
(P.62)

３ 報告手続
(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故・
・・当該一部事務組合又は広域連合をいう含む。
以下(1)及び(5)第１から第３までにおいて同じ
。）は、火災等に関する即報を都道府県を通じて
行うものとする。

３ 報告手続
(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故・
・・当該一部事務組合又は広域連合をいう。(1)及
び(5)において同じ。）は、火災等に関する即報を
都道府県を通じて行うものとする。

消防組織法改正による変
更

資料編
(P.62)

３ 報告手続
(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した
場合（災害が発生するおそれが著しく大きい場合
を含む。以下同じ。）には、当該災害が発生した
、又はそのおそれがある地域の属する市町村は、
災害に関する即報を都道府県に報告するものとす
る。

３ 報告手続
(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した
場合には、当該災害が発生した地域の属する市町
村は、災害に関する即報を都道府県に報告するも
のとする。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.62)

３ 報告手続
(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等・
・・火災・災害等に関する即報をについて消防庁
に報告を行うものとする。

３ 報告手続
(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等・
・・火災・災害等に関する即報を消防庁に報告を
行うものとする。

消防組織法改正による変
更

資料編
(P.62)

３ 報告手続
(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害
等が発生した場合には、市町村は、第一１報を都
道府県に加え、・・・市町村は、第一１報後の報
告についても、を引き続き消防庁に対しても行う
ものとする。

３ 報告手続
(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害
等が発生した場合には、市町村は、第一報を都道
府県に加え、・・・市町村は第一報後の報告につ
いても、引き続き消防庁に対しても行うものとす
る。

消防組織法改正による変
更

資料編
(P.62)

３ 報告手続
(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知し
たときは、迅速性を最優先として可能な限り早く
（原則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲
でその第一１報をの報告をするものとし、以後、
各即報様式に定める事項について、判明したもの
のうちから逐次の報告をするものとする。し、以
後、各即報様式に定める事項について、判明した
もののうちから逐次報告をするものとする。・・
・

３ 報告手続
(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知し
たとき、原則として、覚知後３０分以内で可能な
限り早く、分かる範囲で、その第一報を報告する
ものとし、以後、各即報様式に定める事項につい
て、判明したもののうちから逐次報告するものと
する。・・・

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.62～63)

４ 報告方法及び様式
火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)
の区分に応じた・・・消防機関等への通報が殺到
した場合等において又はファクシミリ等が使用不
能な場合で当該方法による報告ができない場合に
は、迅速性を確保するため、様式によることがで
きない場合には、この限りではない。また、電話
による報告も認められる最優先とし、電話等通信
可能な方法による報告に代えることができるもの
とする。
また、第１報以後の報告については、各様式で報
告が求められている項目が記載された既存資料
（地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策
本部会議で使用された資料など）による報告に代
えることができるものとする。
なお、画像情報を送信することができる地方公共
団体は(2)により被害状況等の画像情報の送信を行
うものとする。

４ 報告方法及び様式
火災・災害等の即報に当たっては、(1)の区分に応
じた・・・消防機関等への通報が殺到した場合等
において、迅速性を確保するため、様式によるこ
とができない場合には、この限りではない。また
、電話による報告も認められるものとする。

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.63）

４ 報告方法及び様式
(1) 様式
ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様
式
火災及び特定の事故（火災の発生・・・
なお、火災（爆発特定の事故を除く。）について
は第１号様式、特定の事故については、第２号様
式により報告すること。
イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・
・第３号様式
救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊
急対処事態における災害を対象とする。
なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故
に起因して生じた救急事故等については、第３号
様式による報告を省略することができる。・・・

４ 報告方法及び様式
(1) 様式
ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様
式
火災及び特定の事故（火災の発生・・・
なお、火災（爆発を除く。）については、第１号
様式、特定の事故については、第２号様式により
報告すること。
イ 救急・救助事故等即報・・・・・第３号様式
救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊
急対処事態を対象とする。
なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故
については省略することができる。・・・

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.63）

４ 報告方法及び様式
(2) 画像情報の送信
地域衛星通信ネットワーク等を活用して・・・、
衛星車載地球局等を用いて速やかに被害状況等の
画像情報を送信するものとする。
・・・
ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響
が高い火災・災害等
　（テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ
・新聞等のマスコミの全国版のニュースにて報道
される火災・災害等をいう。以下同じ。）
エ 上記に・・・

４ 報告方法及び様式
(2) 画像情報の送信
地域衛星通信ネットワーク等を活用して・・・、
衛星車載局等を用いて速やかに被害状況等の画像
情報を送信するものとする。
・・・
ウ 報道機関に取り上げられる等社会的影響が高い
火災・災害等
エ 上記に・・・

消防組織法改正による変
更

資料編
(P.63）

５ 報告に際しての留意事項
(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」及
び「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等
か判断に迷う場合には、できる限り広く報告する
ものとする。

５ 報告に際しての留意事項
(1) 「第２ 即報基準」及び「第３ 直接即報基準」
に該当する火災・災害等か判断に迷う場合には、
できる限り広く報告するものとする。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.63）

５ 報告に際しての留意事項
(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみで
は十分な災害対策を講じることが困難な火災・災
害等が発生したときは、速やかにその規模を把握
するための概括的な情報の収集に特に配意し、迅
速な報告に努めるものとする。
　また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し
、区域内の市町村が報告を行うことが十分にでき
ないと判断する場合等にあっては、調査のための
職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段
の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害
情報等の把握に努めるものとする。

５ 報告に際しての留意事項
(2) 市町村又は都道府県は、自らの対応力のみで
は十分な災害対策を講じることが困難な火災・災
害等が発生したときは、速やかにその規模を把握
するための概括的な情報の収集に特に配意し、迅
速な報告に努めるものとする。

消防組織法改正による変
更

資料編
(P.63）

５ 報告に際しての留意事項
(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、
当該都道府県の警察本部等関係機関と密接な連絡
を保つものとする。
　特に、人的被害の数（死者・行方不明者）につ
いては、都道府県が一元的に集約、調整を行うも
のとする。その際、都道府県は、関係機関が把握
している人的被害の数について積極的に収集し、
当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと
、整理・突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報告
をするものとする。

５ 報告に際しての留意事項
(3) 各都道府県は、被害状況等の把握に当たって
、当該都道府県の警察本部等と密接な連絡を保つ
ものとする。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.63）

５ 報告に際しての留意事項
(4) 市町村がは、都道府県に報告をすることがで
きない場合には、一時的に報告先を消防庁に変更
するものとする。この場合において、都道府県と
連絡がとれるようになった後は、都道府県に報告
をするものとする。

５ 報告に際しての留意事項
(4) 市町村が都道府県に報告できない場合にあっ
ては、一時的に報告先を消防庁に変更するものと
する。この場合において、都道府県と連絡がとれ
るようになった後は、都道府県に報告するものと
する。

消防組織法改正による変
更
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５ 報告に際しての留意事項
(5) (1)から(4)にかかわらず、地震災害等により消
防機関への通報が殺到した場合には、市町村はそ
の状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告を
するものとする。

５ 報告に際しての留意事項
(5) (1)から(4)までにかかわらず、地震等により、
消防機関への通報が殺到した場合、その状況を市
町村は直ちに消防庁及び都道府県に対し報告する
ものとする。

消防組織法改正による変
更

資料編
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第２ 即報基準
火災・災害等即報を・・・次のとおりとする。
１ 火災等即報
(1) 一般基準
火災等即報については、・・・報告すること。
ア 死者が３人以上生じたもの
・・・
ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの

第２ 即報基準
火災・災害等即報を・・・次のとおりとする。
１ 火災等即報
(1) 一般基準
火災等即報については、・・・報告すること。
1) 死者が３人以上生じたもの
2) 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.64～65）

(2) 個別基準
次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準
に・・・について報告すること。
・・・
（ウ）交通機関の火災
a 航空機火災
b タンカー火災
c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの
d トンネル内車両火災
・・・
オ その他特定の事故
可燃性・・・認められるもの
カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大
事故

(2) 個別基準
次の火災及び事故については(1)の一般基準に・・
・について報告すること。
・・・
ウ）交通機関の火災
船舶、航空機、列車、自動車の火災で、次に掲げ
るもの
1) 航空機火災
2) タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火災
3) トンネル内車両火災
・・・
オ その他特定の事故
可燃性・・・認められるもの

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.65）

２ 救急・救助事故即報
救急・救助事故・・・について報告をすること。
(1) 死者５人以上の救急事故
・・・
(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係
る重大事故
(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴
う重大事故
(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの
(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故で
あっても、報道機関に大きく取り上げられる等社
会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度
が高いことが判明した時点での報告を含む。）

２ 救急・救助事故即報
救急・救助事故・・・について報告すること。
1) 死者５人以上の救急事故
2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故
3) 要救助者が５人以上の救助事故
4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上
を要した救助事故
5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響
度が高い救急・救助事故

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.65）

（例示）
・列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故
・バスの転落による救急・救助事故
・ハイジャッによる救急・救助事故
・不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯
施設における設備等において発生した救急・救助
事故
・全国的に流通している食品の摂取又は製品の利
用による事故で、他の地域において同様の事案が
発生する可能性があり、消費者安全の観点から把
握されるべき救急・救助事故

（例示）
・列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故
・バスの転落による救急・救助事故
・ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故
・消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る
救急・救助事故

消防組織法改正による変
更

資料編
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３ 武力攻撃災害即報
武力攻撃災害等については、次の災害等による火
災・災害等（該当するおそれがある場合を含む
。）について報告をすること。
(1) ・・・
(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急
対処事態における災害、すなわち、武力攻撃に準
ずる攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又
は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の
人的又は物的災害

３ 武力攻撃災害即報
次の災害等（該当するおそれがある場合を含む
。）についても、上記２と同様式を用いて報告す
ること。
1) 武力攻撃事態等・・・
2) 武力攻撃事態における我が国の平和と独立並び
に国及び国民の安全の確保に関する法律（平成15 
年法律第79 号）第２５条第１項に規定する緊急
対処事態、すなわち、武力攻撃の手段に準ずる手
段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事
態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫して
いると認められるに至った事態

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P.65～66）

４ 災害即報
(2) 個別基準
　次の災害については(1)の一般基準に該当しない
ものにあっても、それぞれ各項に
定める個別基準に該当するもの（該当するおそれ
がある場合を含む。）について報告
をすること。

４ 災害即報
(2) 個別基準

消防組織法改正による変
更

資料編
(P66）

ア 地震
（ア）当該都道府県又は市町村の区域内で震度５
弱以上を記録したもの
（イ）人的被害又は住家被害を生じたもの

ア 地震
地震が発生し、当該都道府県又は市町村の区域内
で震度４以上を記録したもの

消防組織法改正による変
更

資料編
(P66）

イ 津波
（ア）津波警報又は津波注意報が発表されたもの
（イ）人的被害又は住家被害を生じたもの

イ 津波
津波により、人的被害又は住家被害を生じたもの

消防組織法改正による変
更

資料編
(P66）

ウ 風水害
（ア）崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的
被害又は住家被害を生じたもの
（イ）洪水、浸水、河川の河川の溢水、堤防の決
壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生
じたもの
（ウ）強風、竜巻などの突風等により、人的被害
又は住家被害を生じたもの

ウ 風水害
1) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害
又は住家被害を生じたもの
2) 河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人
的被害又は住家被害を生じたもの

消防組織法改正による変
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変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P66）

エ 雪害
（ア）積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被
害を生じたもの
（イ）積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集
落を生じたもの

エ 雪害
1) 雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じた
もの
2) 道路の凍結又は雪崩等により、孤立集落を生じ
たもの

消防組織法改正による変
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オ 火山災害
（ア）噴火警報（火口周辺）が発表されたもの
（イ）火山の噴火により、人的被害又は住家被害
を生じたもの

オ 火山災害
1) 噴火警報（火口周辺）が発表され、入山規制又
は通行規制等を行ったもの
2) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生
じたもの

消防組織法改正による変
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２ 救急・救助事故即報
・・・
(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社
会的影響度が高いもの

２ 救急・救助事故即報
・・・
5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響
度が高いもの

消防組織法改正による変
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４ 災害即報
(1) 地震が発生し、・・・・・
(2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又
は行方不明者が生じたもの

４ 災害即報
1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強
以上を記録したもの（被害の有無を問わない。）

消防組織法改正による変
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(4) 災害対策本部等の設置状況
当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対
策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設
置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入
すること。

(4) 災害対策本部等の設置状況
当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対
策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設
置した場合には、その設置及び解散の日時を記入
すること。

消防組織法改正による変
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資料編
(P67）

(5) その他参考事項
・・・
イ 建物火災で個別基準のe、f又はgのいずれかに
該当する火災
(ア）発見及び通報の状況
(イ）延焼拡大の理由
  a 消防事情
  b 都市構成
  c 気象条件
  d その他

(5) その他参考事項
・・・
イ 火災の状況
ア） 発見及び通報の状況
イ） 避難の状況
2) 建物火災で個別基準の5)又は6)に該当する火災
ア） 発見及び通報の状況
イ） 延焼拡大の理由

消防組織法改正による変
更

資料編
(P68）

(10) 災害対策本部等の設置状況
当該事故に対して、・・・その設置及び廃止の日
時について記入すること。

(10) 災害対策本部等の設置状況
当該事故に対して、・・・その設置及び解散の日
時について記入すること。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P69）

(8) その他参考事項
以上のほか、応急措置等について、特記すべき事
項があれば記入すること。
（例）
・都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況
・避難指示（緊急）・避難勧告の発令状況
・避難所の設置状況
・自衛隊の派遣要請、出動状況
・ＮＢＣ検知結果（剤の種類、濃度等）
・被害の要因（人為的なもの）
　　不審物（爆発物）の有無
　　立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等）

(8) その他参考事項
以上のほか、応急措置等について、特記すべき事
項があれば記入すること。
（例）
・都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況
・避難の勧告・指示の状況
・避難所の設置状況
・自衛隊の派遣要請、出動状況

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P69）

イ 被害の状況
当該災害により生じた被害の状況について、判明
している人的被害及び住家の被害に重点を置いて
記入すること。
　１１９番通報の件数を記入する欄については、
第３ 直接即報基準に該当する災害において、市町
村から消防庁に直接報告をする際に記入すること
。
なお、１１９番通報件数については、災害対応の
初動段階において、災害の規模を推察する上で重
要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電
の多寡について可能な限り報告をすること。

(2) 被害の状況
当該災害により生じた被害の状況について、判明
している事項を具体的に記入すること。その際特
に人的被害及び住家の被害に重点を置くこと。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P69）

ウ 応急対策の状況
(ア) 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害
対策本部、事故対策本部等（以下「災害対策本部
等」という。）を設置した場合にはその設置及び
廃止の日時を記入するとともに、市町村（消防機
関を含む。）及び都道府県が講じた応急対策につ
いて記入すること。
なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置する
など、当該欄に記入できない場合には、任意の様
式を用いて報告をすること。
また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された
場所以外に災害対策本部等が設置されるなど特記
すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入す
ること。

(3) 応急対策の状況
当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策
本部、事故対策本部等を設置した場合にはその設
置及び解散の日時を記入するとともに、市町村
（消防機関を含む。）及び都道府県が講じた応急
対策について記入すること。なお、震度６弱以上
（東京２３区については、震度５強以上）の地震
の場合は、１１９番通報件数についても概数を記
入すること。

消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P69～70）

(イ) 消防機関等の活動状況については、地元消防
本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織
法第 39 条に基づく応援消防本部等について、そ
の出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入する
こと。
(ウ) 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、そ
の日時及び内容を記入すること。
(エ) その他都道府県又は市町村が講じた応急対策
については、避難所の設置状況、他の地方公共団
体への応援要請等について記入すること。
     また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警
報が発表された場合などにおいては、警報の伝達
、避難勧告等の発令状況等の警戒・避難対策につ
いて記入すること。なお、避難勧告等の発令状況
については、第４号様式（その１）別紙を用いて
報告すること。

（例）
・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況
・避難の勧告・指示の状況
・避難所の設置状況
・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状
況
・自衛隊の派遣要請、出動状況

資料編
(P70）

(3) 第４号様式－その２（被害状況即報）
エ 災害の概況
災害の概況欄には次の事項を記入すること。

2) 第４号様式－その２（被害状況即報） 消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P70）

オ 応急対策の状況
消防機関等の活動状況について記入するとともに
、自衛隊の災害派遣要請を行った場合にはその日
時及び内容を記入すること。
また、その他の欄については、避難所の設置状況
、災害ボランティアの活動状況等を記入すること
。

エ 応急対策の状況　　
市町村（消防機関を含む。）及び都道府県が講じ
た応急対策について記入すること。なお、震度６
弱以上（東京２３区については、震度５強以上）
の地震の場合は、１１９番通報件数についても概
数を記入すること。

消防組織法改正による変
更

資料編
(P71）

第１号様式（火災）　差し替え 消防組織法改正による変
更

資料編
(P72）

第２号様式（特定の事故）　差し替え 消防組織法改正による変
更

資料編
(P73）

第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等）　
差し替え

消防組織法改正による変
更

資料編
(P74）

第４号様式（その１）　差し替え 消防組織法改正による変
更

資料編
(P75）

第４号様式（その１）別紙　差し替え 消防組織法改正による変
更

資料編
(P76）

第４号様式（その２）　差し替え 消防組織法改正による変
更



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
資料編
(P80）

東京都多摩立川保健所企画調整課長
東京都水道局多摩改革推進本部立川給水管理事務
所長
立川市産業文化スポーツ部長
立川市まちづくり部長
日本郵便（株）立川郵便局長
㈱NTT東日本東京事業部　東京西支店長
東京電力パワーグリッド（株）立川支店長
西武鉄道（株）小川駅管区長
多摩都市モノレール（株）安全管理推進室長
立川市三師会災害医療センター長（医師会）
立川市三師会災害医療センター副センター長（歯
科医師会）
立川バス（株）運輸部旅客サービス課長

東京都多摩立川保健所生活環境安全課長

立川市産業文化部長
立川市都市整備部長
郵便事業会社　立川支店長
㈱NTT東日本ー東京西　代表取締役社長
東京電力（株）立川支店長
西武鉄道（株）東村山管区長
多摩都市モノレール（株）総務部総務課長
立川市三師会災害医療センター（医師会）
立川市三師会災害医療センター（歯科医師会）

立川バス（株）運輸部長
用語集
(P1）

【 あ行 】ＬＧＷＡＮ（エルジーワン）
総合行政ネットワーク（ Local Government Wide 
Area Network）の略称。 
地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続
し、地方公共団体間のコミュニケーションの円滑
化、情報の共有による情報の高度利用を図ること
を目的とする、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワークのこと。国の府省間ネット
ワークである霞が関WAN と相互接続しており、
国の機関との情報交換にも利用されている。

【 あ行 】ＬＧＷＡＮ（エルジーワン）
総合行政ネットワーク（ Local Government Wide 
Area Network）の略称。 
地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続
し、地方公共団体間のコミュニケーションの円滑
化、情報の共有による情報の高度利用を図ること
を目的とする、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワークのこと。



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
用語集
(P1）

【 か行 】緊急情報ネットワークシステム（通
称：Em-Net（エムネット））
内閣官房が整備を進めている、行政専用回線であ
る総合行政ネットワーク「LGWAN」を利用した
国（総理大臣官邸）と地方公共団体間で緊急情報
を双方向通信するためのシステム

用語集
(P2）

（全文削除） 【さ行】災害時要援護者
高齢者、障害者、難病患者、・・・

用語集
(P2）

【さ行】災害拠点病院
通常の医療供給体制では医療の確保が困難となっ
た場合に、傷病者を受け入れるとともに、知事の
要請に基づいて、医療救護班を編成し、応急的な
医療を実施する医療救護所との連携をもとに重症
者の医療を行う病院。

用語集
(P2）

【さ行】指定行政機関
武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び
に国及び国民の安全の確保に関する法律施行令
（以下「事態対処法施行令」という。）政令で定
める次の機関 
内閣府、・・・

【さ行】指定行政機関
武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び
に国及び国民の安全の確保に関する法律施行令
（以下「事態対処法施行令」という。）で定める
次の機関 
内閣府、・・・



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
用語集
(P2）

【さ行】指定公共機関
独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放
送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送
、通信その他の公益的事業を営む法人で、事態対
処法施行令で指定されているもの政令で定められ
ている。（国民保護法第２条第１項、事態対処法
第２条第６号）

【さ行】指定公共機関
独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放
送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送
、通信その他の公益的事業を営む法人で、事態対
処法施行令で指定されているもの（国民保護法第
2条第1項、事態対処法第2条第6号）

用語集
(P2）

【さ行】指定地方行政機関
指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行
政機関で、事態対処法施行令で指定されているも
の 政令で定められている。（国民保護法第２条第
１項、事態対処法第２条第５号）

【さ行】指定地方行政機関
指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行
政機関で、事態対処法施行令で指定されているも
の 

用語集
(P2）

【さ行】指定地方公共機関
都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信
、医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路
公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方
独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴
いて都道府県の知事が指定するものをいう。　
（国民保護法第２条第２項）

【さ行】指定地方公共機関
都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信
、医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路
公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方
独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴
いて都道府県の知事が指定するもの

用語集
(P2）

【さ行】自主市民防災組織
大規模災害等の発生による被害を防止し、又は軽
減するために地域住民が連帯し、協力し合って「
自らのまちは自ら守る」という精神により、効果
的な防災活動を実施することを目的に結成された
組織のことをいう。

【さ行】自主防災組織
大規模災害等の発生による被害を防止し、又は軽
減するために地域住民が連帯し、協力し合って「
自らのまちは自ら守る」という精神により、効果
的な防災活動を実施することを目的に結成された
組織のこと 



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
用語集
(P2）

【さ行】ジュネーヴ諸条約
1949年のジュネーヴ諸条約・・・軽減することを
目的とした以下の４条約の総称。日本は、1953年
4月21日に加入した。
・陸上の傷病兵の保護に関する第１条約 
・・・

【さ行】ジュネーヴ諸条約
1949年のジュネーヴ諸条約・・・軽減することを
目的とした以下の４条約の総称 
・陸上の傷病兵の保護に関する第１条約 
・・・

用語集
(P3）

【さ行】全国瞬時警報システム（通称：J-ALERT
（Jアラート）)
弾道ミサイル情報、津波情報、緊急地震速報等、
対処に時間的余裕のない事態に関する情報を、人
工衛星を用いて国（内閣官房・気象庁から消防庁
を経由）から送信し、市区町村の同報系の防災行
政無線等を自動起動することにより、国から住民
まで緊急情報を瞬時に伝達するシステム

用語集
(P3）

【た行】対処基本方針
武力攻撃事態等に至ったときに、政府がその対処
に関して定める武力攻撃事態等への対処に関する
基本的な方針。（緊急対処事態に至ったときに定
める方針は、「緊急対処事態対処方針」という
。）

【た行】対処基本方針
武力攻撃事態等に至ったときに、政府が定める武
力攻撃事態等への対処に関する基本的な方針 



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
用語集
(P3）

【た行】第一追加議定書
第２次世界大戦後の植民地独立の動き、・・・適
用される。
追加議定書には、このほかに締約国の軍隊と反乱
軍との間に生じる非国際的な武力紛争に適用され
る「第二追加議定書」がある。これらは、１９７
７年に作成されており、日本の加入は２００４年
８月３１日（２００５年２月２８日発効）。

【た行】第一追加議定書
第２次世界大戦後の植民地独立の動き、・・・適
用される。

用語集
(P3）

【た行】地域防災計画
災害対策基本法第４０４２条の規定に基づき、地
震災害対策、風水害等災害対策、原子力災害対策
等について定めた計画 

【た行】地域防災計画
災害対策基本法第４０条の規定に基づき、地震災
害対策、風水害等災害対策、原子力災害対策等に
ついて定めた計画 

用語集
(P3）

【た行】東京ＤＭＡＴ
大震災等の自然災害をはじめ、大規模交通事故等
の都市型災害の現場へ出場し、消防隊等と連携し
て多数傷病者等に対して救命処置等の活動を行う
災害医療派遣チーム。
災害現場で救急隊と連携した医療活動を行うため
の専門的な研修を実施し、東京ＤＭＡＴを編成す
る病院を指定して実施体制を整えている。
　ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team



変更箇所 新（変更案） 旧（現行） 概要
用語集
(P3）

【た行】トリアージ
災害時等発生時において多数の傷病者が同時に発
生した場合に、傷病者の緊急度や重症度に応じて
傷病者を選別し、治療適切な処置や搬送を行うた
めの治療優先順位を決定すること。
・・・

【た行】トリアージ
災害時等において多数の傷病者が同時に発生した
場合に、傷病者の緊急度や重症度に応じて傷病者
を選別し、治療や搬送を行うための優先順位を決
定すること 
・・・

用語集
(P4）

【は行】避難行動要支援者
「要配慮者」のうち、災害が発生し、又は災害が
発生するおそれがある場合に自ら避難することが
困難な者で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図
るため、特に支援を要するものを「避難行動要支
援者」という。

用語集
(P4）

【や行】要配慮者
発災前の備え、発災時の避難行動、避難後の生活
などの各段階において特に配慮を要する者。具体
的には、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊
産婦、外国人等を想定。

その他複数 自主市民防災組織
計31ヶ所変更（目次P1、2／本編P3、21、29(8箇
所)、32(2箇所)、35、37、38、39、47(3箇所)、
55、62(5箇所)、66、72(2箇所)／用語集P2）

自主防災組織 呼称変更


